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主力港湾①：日本の港湾

2010年に国際戦略港湾として京浜（東京・横浜・川崎）と阪神（大阪・神戸）が指定され、国際競争力強化が図られている。
境港は全国で102港ある重要港湾（国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点となる港湾）との位置づけ。

出典：国土交通省統計情報
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主力港湾②：環日本海の港湾
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トランシップの主要港である釜山港、トランシップと原材料や製品のゲートポートである上海港の成長が著しい。
ウラジオストク港はシベリア鉄道で欧州と直結し、エネルギー積み出しを担うボストチヌイ港の整備も進む。

出典：Googleマップより作成
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貨物量・コンテナ数①：世界の取扱量

貨物量、コンテナ数いずれも上海など中国の港湾と釜山港の躍進がめざましく、日本は相対的にランキングを落としている。

出典：国土交通省統計情報
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貨物量・コンテナ数②：日本の取扱量

貨物量・コンテナ数いずれも圧倒的に太平洋側が大きい。日本海側のシェアは10％を切っている。

出典：国土交通省統計情報

港湾別コンテナ取扱量ランキング抜粋（2019年速報値）港湾取扱貨物量ランキング抜粋（上位200港、2018年）
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クルーズ船寄港回数

中国などアジア諸国の経済成長を背景にクルーズ船寄港回数が急増。境港は日本海で有数の寄港回数を誇る。
但しアフター／ウィズコロナの状況下で、いつどこまで復活するかは不透明。

出典：国土交通省「2019年の我が国のクルーズ等の動向」
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境港の可能性：総論

日本においては、京浜（東京・横浜・川崎）と阪神（大阪・神戸）の太平洋側両港を
軸とした港湾ネットワークが形成されている。
→ネットワークを補完・強化することで存在感を発揮できないか。

中国をはじめとしたアジア諸国の経済成長を背景として、上海や釜山が国際的地
位を高めている。
→アジア諸国やロシアの経済成長を取り込むことはできないか。

中長期的にはインバウンドが日本における成長産業であり、境港はクルーズ船
寄港に実績あり。
→山陰地方におけるインバウンドのゲートウェイになれないか。

7

境港の可能性：各論①－１

中国における人件費等高騰を踏まえて生産拠点を中国から他のアジア諸国に移転する流れが生まれており、既存の「上海→京
浜・阪神」を補完するあらたな国際物流ネットワークを構築する動きがある。

具体的には自由貿易地域を設けて各種インセンティブを打ち出している釜山港をハブとしたネットワークであり、釜山港と距離が近
い境港にとっては大きなチャンスとなる。

上海を起点とした既存の海上物流ネットワーク 釜山港をハブとして活用したネットワーク

出典：Googleマップより作成
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境港の可能性：各論①－２

釜山港におけるトランシップ貨物誘致のための主なインセンティブ。2017年は総額390億ウォンの予算を準備。

出典：国土交通省「港湾の中長期政策 「PORT 2030」 」
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境港の可能性：各論①－３

出典：日本政策投資銀行「韓国・釜山港のハブ化とわが国低温／定温物流事業への影響」

日本企業による釜山港活用の事例
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境港の可能性：各論②

ロシアに目を転じると、残念ながら、ウラジオストク港との定期航路はストップしている。
一方、気候変動の影響による海氷域面積の減少により、北極海でも夏期の航行が可能となった（６月後半～11月後半）。ロシアで
は、スエズ運河経由に比べて輸送日数や燃料消費量の面で優位性が認められることなどから、天然ガスをアジアに輸送する計画
がある。またスエズ運河有事に備えてヨーロッパ方面との複数航路を確保することは日本にとっても意義が大きい。

今後、北極海航路の開発が進めば、ロシアの極東における拠点である同港やボストチヌイ港の重要性が増すことも考えられ、境港
との交易が復活・拡大する可能性が高くなる。

ウラジオストクとの航路（現在ストップ） 北極を通過する航路と既存航路

出典：鳥取県HP、国土交通省「港湾の中長期政策 「PORT 2030」 」
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境港の可能性：各論③ー１

京浜、阪神の国際戦略港に加え、名古屋港や千葉港などといった日本の港湾ネットワークを支える主要港は太平洋側に立地して
いる。そのため、南海トラフ地震など大規模災害への備えが重要である。

太平洋側各港における災害対策が必要である一方、ネットワークを維持する観点から境港をはじめとした日本海側各港が機能を
代替する準備をしておくことも重要であることから、北陸地域の港湾においては南海トラフ地震など太平洋側の災害を想定した
バックアップ体制の構築を計画している。

南海トラフ巨大地震等を想定したバックアップ体制イメージ 首都圏直下型地震を想定した代替輸送モデルケース

出典：国土交通省「港湾の中長期政策 「PORT 2030」 」
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境港の可能性：各論③ー２

実際に、東日本大震災の際には、救援物資の輸送に際して新潟港などが重要な役割を担い、被災地の復興に貢献した。

出典：国土交通省北陸地方整備局港湾空港部「東日本大震災発生後管内港湾が果たした役割」

日本海側港湾からの石油製品輸送
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境港の可能性：各論④ー１

境港は日本海側で有数のクルーズ船寄港回数を誇り、その取り組みが評価されて「ポート・オブ・ザ・イヤー2017」（公益社団法人
日本港湾協会）を受賞している。また、現在は運休中ではあるが近隣の米子空港は山陰地方で唯一国際定期便が就航している。

コロナ禍で足下収縮しているもののインバウンドは中長期的には有望な成長産業であり、境港・米子は山陰地方におけるインバウ
ンドのゲートウェイとなる可能性を秘めている。

境港

米子空港

境港と米子空港 米子空港定期便

出典：Googleマップより作成

出典：米子空港HP
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境港の可能性：各論④ー２

大山をはじめとした自然に恵まれ、海水浴も楽しめる皆生温泉があり、ホタルなどを対象としたエコツアーやサイクリング、観光農
園を楽しむことができ、歴史に恵まれた松江や出雲も近い距離にある。また、カニに代表される海産物も豊富であるなど、観光資
源には事欠かない。
しかし、インバウンドの実績は残念ながら国内最低水準に甘んじている。
観光資源を磨き上げるのはもちろんであるが、マーケティング（Product（商品）・Price（価格）・Place（流通）・Promotion（販売促
進））を主体的に連携して行う必要がある。
地域観光産業の興隆と相俟って境港のゲートウェイとしての可能性が花開く。

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」

都道府県別外国人宿泊者数（2019年） オオサンショウウオ観察ツアー（国立公園満喫プロジェクト）

出典：日本政策投資銀行「鳥取県西部の観光資源及びこれらを活用した地域活性化についてのポテンシャル調査」
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参考：（株）日本政策投資銀行プロフィール 2020年3月31日現在

設立
2008年 （平成20年）10月1日（旧日本開発銀行 1951年（昭和26年）設立）

（旧北海道東北開発公庫 1956年（昭和31年）設立）
（旧日本政策投資銀行 1999年（平成11年）設立）

代表取締役社長 渡辺 一

職員数 1,195名

資本金 1兆4億24百万円（全額政府出資）

本店所在地 〒100-8178 東京都千代田区大手町一丁目9番6号

URL https://www.dbj.jp/

支店・事務所等 支店10ヵ所、事務所8ヵ所、海外現地法人4ヵ所

総資産額 17兆4,194億円

貸出金残高 12兆5,213億円

総自己資本比率 16.54% （バーゼルⅢベース、国際統一基準）

発行体格付 A1 (Moody's)、A(S&P)、AA+ (R&I)、AAA (JCR)

（上記は単体ベース）
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参考：本支店・事務所・海外事務所

• 本店

• 支店（10カ所）

• 事務所（8カ所）

• 海外現地法人（4カ所）

DBJ Europe Limited

DBJ Americas Inc.

政投銀投資諮詢（北京）有限公司
（支社：上海分公司）

DBJ Singapore Limited

本店

北海道支店

東北支店

新潟支店

北陸支店

東海支店

関西支店

中国支店

四国支店

九州支店

南九州支店

函館事務所

釧路事務所

青森事務所富山事務所
松江事務所

岡山事務所

松山事務所

大分事務所
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株式会社日本政策投資銀行 松江事務所

〒690-0887 島根県松江市殿町111 松江センチュリービル8F

松江事務所長 廣田晃良（ひろた てるよし）
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